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貸  借  対  照  表 

（2025年 3月 31 日現在） 

 

（注）当期純利益 170,631 千円  

科     目 金   額 科     目 金   額 

（資 産 の 部） 

 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金  

割 賦 債 権  

リ ー ス 債 権 

リ ー ス 投 資 資 産 

買 入 金 銭 債 権  

前 払 費 用  

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

貸 与 資 産  

社 用 資 産  

建 物 付 属 設 備  

      工 具 器 具 備 品  

 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア  

ソフトウェア仮勘定 

電 話 加 入 権 

  

 

投資その他の資産 

出 資 金 

破 産 更 生 債 権 等 

繰 延 税 金 資 産  

そ の 他 の 投 資 等 

貸  倒  引  当  金 

 

 

16,865,245 

207,947 

3,333,330 

835,682 

8,045,232 

3,783,300 

208,773 

470,495 

△ 19,516 

 

 

 

1,508,368 

45,727 

31,217 

14,510 

13,141 

1,368 

 

108,170 

6,507 

100,885 

777 

 

 

1,354,470 

1,130,478 

134,163 

63,199 

78,904 

△52,274 

（負 債 の 部） 

 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

前 受 保 証 料 

未 払 法 人 税 等  

預 り 金 

割 賦 未 実 現 利 益 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

保証債務損失引当金 

その他の流動負債 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

 

 

10,525,006 

538,385 

9,580,000 

15,754 

50,172 

2,147 

184,413 

7,320 

1,800 

694 

144,318 

 

6,552,329 

6,511,279 

41,050 

 

負  債  合  計 17,077,336 

（純 資 産 の 部） 

 

株  主  資  本 

資  本  金 

資本剰余金 

資 本 準 備 金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

 

1,296,277 

400,000 

85,000 

85,000 

811,277 

811,277 

811,277 

 

純  資  産  合  計 1,296,277 

資  産  合  計 18,373,614 負 債 ・純 資 産 合 計 18,373,614 

（単位：千円） 
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個 別 注 記 表 
 
 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産 

賃 貸 資 産 ・・・  その他の賃貸資産については、リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の処分見積価格を残存価格とする定額法によ

り計上しております。（リース期間定額償却法）。 

社 用 資 産 ・・・  定率法により計上しております。 

但し、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法により計上しております。 

 

(2) 無 形 固 定 資 産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース賃借資産 

・・・  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

社 用 資 産 ・・・  定額法により計上しております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については個々に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(4) 保証債務損失引当金 

住宅ローン保証の貸倒に備えるため、一般保証については肥後銀行の住宅ローン貸倒実

績率による計算額を、貸倒懸念保証等特定の保証については個々に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上し

ております。 

 

３．収益・費用の計上基準 

(1) ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時にリース売上高とリース原価を計上する方法によっております。 

(2) オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、

その経過期間に対応するリース売上高を計上しております。 

(3) 割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 
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割賦販売取引実行時に、その債権総額を割賦債権に計上し、割賦販売契約による支払日

を基準として当該経過期間に対応する割賦売上高および割賦原価を計上しております。な

お、支払期日未到来の割賦債権に対応する未経過利益は、割賦未実現利益として繰延処理

しております。 

４．消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式により計上しております。 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 

該当事項はございません。 

 

Ⅲ 表示方法の変更に関する注記 

該当事項はございません。 

 

Ⅳ 誤謬の訂正に関する注記 

該当事項はございません。 

 

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当該事業年度の末日における発行済株式数                8,000株 

２．当該事業年度の末日における自己株式数                     －株 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

該当事項はございません。 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はございません。 

 

減価償却についての変更を追加すること 


